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令和５ 年度事業報告（ 案）  

 

 ふく し ま Ｉ Ｃ Ｔ 利活用推進協議会は、 本県における 産・ 学・ 官が連携し 、 県全体の高度情

報化の推進を図る ため、 令和５ 年度において次の事業を行った。  

 

１  総会 

  会則第９ 条に基づき 通常総会をＺ ｏ ｏ ｍ会議によ り 開催し た。  

（ １ ） 開 催 日 令和５ 年６ 月２ 日（ 金）  

（ ２ ） 議  題 ・ 令和４ 年度事業報告（ 案）  

        ・ 令和４ 年度収支決算（ 案）  

        ・ 令和５ 年度事業計画（ 案）  

        ・ 令和５ 年度収支予算（ 案）  

        ・ 令和４ 年度Ｉ Ｃ Ｔ アド バイ ザー市町村派遣事業に係る アンケート 結果に 

ついて（ 報告）  

（ ３ ） 出 席 者 ６ ９ 名 

 

２  運営委員会 

  協議会運営に関する 事項等の企画、 立案をする ため、 運営委員会を開催し た。  

（ １ ） 第１ 回運営委員会 

①開催日時 令和５ 年４ 月２ ０ 日（ 木） ～４ 月２ ５ 日（ 火）（ 書面）  

      令和５ 年４ 月２ ６ 日（ 水）（ Ｚ ｏ ｏ ｍ会議）  

②開催方法 書面（ メ ール施行） 及びＺ ｏ ｏ ｍ会議 

③議  案 ・ 令和４ 年度事業報告（ 案）  

        ・ 令和４ 年度収支決算（ 案）  

        ・ 令和５ 年度事業計画（ 案）  

        ・ 令和５ 年度収支予算（ 案）  

        ・ 令和４ 年度Ｉ Ｃ Ｔ アド バイ ザー市町村派遣事業に係る アンケート 結果に 

ついて（ 報告）  

（ ２ ） 第２ 回運営委員会 

①開催日時 令和５ 年７ 月２ １ 日（ 金） ～７ 月２ ５ 日（ 火）（ 書面）  

       令和５ 年７ 月２ ７ 日（ 木）（ Ｚ ｏ ｏ ｍ会議）  

②開催方法 書面（ メ ール施行） 及びＺ ｏ ｏ ｍ会議 

③議  案 ・ 地域情報化活動助成事業の採択事業について（ 案）  

      ・ ふく し ま Ｄ Ｘ 推進フェ ア２ ０ ２ ３ （ 仮称） について（ 案）  

 

 

議案第１ 号 
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（ ３ ） 第３ 回運営委員会 

 ①開催日時 令和５ 年９ 月１ ９ 日（ 火） ～９ 月２ ７ 日（ 水）（ 書面）  

②開催方法 書面（ メ ール施行） 開催 

   ③議  案 ・ ふく し ま Ｄ Ｘ 推進フェ ア２ ０ ２ ３ 開催要項（ 案）  

         ・ タ イ ムス ケジュ ール 

         ・ 展示ブース の設営について 

         ・ 広報計画について 

（ ４ ） 第４ 回運営委員会 

①開催期間 令和６ 年２ 月２ ８ 日（ 水）  

②開催方法 Ｚ ｏ ｏ ｍ会議 

③議  案 令和６ 年度のＩ Ｃ Ｔ アド バイ ザー市町村派遣事業の先行実施について 

 

３  情報提供・ 情報発信事業 

（ １ ） 情報通信月間特別講演会 

  ①目  的：  

    情報通信の普及・ 進行を図る こ と を目的に設けら れた「 情報通信月間」（ ５ 月１ ５ 日

～６ 月１ ５ 日） の参加行事と し て講演会を開催する こ と によ り 、 情報通信の有用性に

ついて広く 一般に理解の浸透を図る 。  

②主 催 等 ふく し ま Ｉ Ｃ Ｔ 利活用推進協議会、 福島県 

  ③開 催 日 令和５ 年６ 月２ 日（ 金）  ※総会後に開催 

④開催方法 Ｚ ｏ ｏ ｍ会議 

 ⑤内  容 

演  題 Ａ Ｉ の進化がも たら す利益と その展望 

講  師 中央大学国際情報学部 教授 

     福島県情報化推進アド バイ ザー 須藤 修 

  ⑥参加者数 ６ ２ 名 

 

（ ２ ） ふく し ま Ｄ Ｘ 推進フェ ア２ ０ ２ ３  

～オールふく し ま ・ ス マート シティ で結ぶデジタ ル社会の未来～ 

①目  的 

    地域づく り やま ちづく り にＩ Ｃ Ｔ を利活用し ている 取組事例や、 ふく し ま のＤ Ｘ 推

進につながる 最新の技術に関する 講演会や展示会を開催する こ と によ り 、 Ｉ Ｃ Ｔ を活

用し たふく し ま の復興と 地域の活性化に寄与する こ と を目的と する 。  

  ②開 催 日： 令和５ 年１ ０ 月３ １ 日（ 火）  

  ③会  場： 福島県福島市 コ ラ ッ セふく し ま  
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④概  況 

 ス マート シティ をテーマと し た講演は、 取組内容がよ く わかる も のであったと 、 来

場者アンケート でも 多く の方から 高評価を得た。 デジタ ル変革を自分事と し て捉える

機会になったと 思われる 。 ま た、 今年度は講演動画のアーカイ ブ配信を行い、 当日聴

講でき なかった方など、 こ ちら も 多く の方に視聴いただいた。  

 展示ブース の出展団体数は 13 団体で、 昨年同等であった。 来場者アンケート では、

展示物の説明を受け、 身近なテーマで新し いサービス を知る こ と ができ てよ い、 自身

の業務に活用でき そう 、 等の意見が多く 寄せら れた。  

 講演及び展示のいずれも 、来場者が熱心に話を聞き 入る 光景が見ら れ、本フェ アは、

Ｉ Ｃ Ｔ を活用し たふく し ま の復興と 地域の活性化に寄与する と いう 目的を達成し 、 無

事成功裏に終了し た。  

   

⑤内  容 

   ア 基調講演 

     演  題： ふく し ま の未来はデジタ ル変革が創る  

          ～リ ーダーに必要な変わる 勇気と 自分ごと 化～ 

講  師： 内閣府ク ールジャ パンプロ デュ ーサー／ 

東北芸術工科大学 客員教授／ 

     日本薬科大学 特別招聘教授 

     陣内 裕樹 氏 

     参加者数： ９ ３ 名 

   イ  特別講演（ １ ）  

     演  題： デジタ ルグリ ーンシティ  

          ～官民共創のま ちづく り と Ｄ Ｘ ～ 

     講  師： デジタ ル庁企画調整官／ 

          日本通信株式会社 エグゼク ティ ブアド バイ ザー／ 

          めぶく グラ ウ ンド  エグゼク ティ ブアド バイ ザー／ 

          共愛学園前橋国際大学 非常勤講師／ 

          （ 前） 前橋市ス マート シティ 推進監 

谷内田 修 氏 

     参加者数： ９ ５ 名 
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特別講演（ ２ ）  

     演  題： ス マート シティ と 地域Ｄ Ｘ  

          ～福島県／会津若松市での取り 組み～ 

     講  師： アク センチュ ア株式会社 ビジネス コ ンサルティ ング本部 

          サス テナビリ ティ グループ日本総括 兼 

          アク センチュ ア・ イ ノ ベーショ ンセンタ ー福島 センタ ー共同統括／ 

          一般社団法人Ａ ｉ Ｃ Ｔ コ ンソ ーシアム 代表理事 

          海老原 城一 

     参加者数： １ ０ ５ 名 

   ウ  事例講演（ １ ）  

     演  題： 決済を通じ た地域Ｄ Ｘ  ～会津若松の取組～ 

     講  師： Ｔ Ｉ Ｓ 株式会社 デジタ ル社会サービス 企画ユニッ ト  

          会津サービス ク リ エーショ ンセンタ ー センタ ー長 

          岡山 純也 

     参加者数： ３ ９ 名 

     事例講演（ ２ ）  

     演  題： 地域情報化セミ ナー 

     講  師： 総務省 東北総合通信局情報通信部情報通信振興課 企画監理官 

          長尾 北斗 

     参加者数： ３ ０ 名 

   エ 展示ブース （ １ ０ 企業、 ３ 大学）  

東北電力企業グループ株式会社ト ーク ネッ ト 、 株式会社ド コ モビジネス ソ リ ュ ー

ショ ンズ福島支店、株式会社エフコ ム、東日本電信電話株式会社福島支店、一般社

団法人福島県情報産業協会（ 以下４ 企業） 株式会社福島県中央計算センタ ー、株式

会社東日本計算センタ ー、福島コ ンピ ュ ータ ーシス テム株式会社、富士フイ ルムビ

ジネス イ ノ ベーショ ンジャ パン株式会社、テク ノ ・ マイ ンド 株式会社、富士通Ｊ ａ

ｐ ａ ｎ 株式会社、日本大学工学部、国立大学法人福島大学、公立大学法人会津大学 

     来場者数： １ ９ ４ 名 

   オ 参加者数： 延べ２ ９ ９ 名 
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（ ３ ） Ｉ Ｃ Ｔ 関係の情報提供 

  ①メ ールマガジンの発行状況 

第１ 回 令和５ 年４ 月２ ８ 日発行 

（ ア） 県から のお知ら せ 

公金収納キャ ッ シュ レ ス 決済について 

第２ 回 令和５ 年７ 月１ ９ 日発行 

（ ア） 県から のお知ら せ 

公金収納キャ ッ シュ レ ス 決済について 

第３ 回 令和６ 年３ 月１ 日発行 

（ ア） 復興庁から のお知ら せ 

行政Ｄ Ｘ 推進シンポジウ ムの開催について 

（ イ ） 県から のお知ら せ 

公金収納キャ ッ シュ レ ス 決済について 

②協議会ＨＰ を活用し た広報状況 

ア 更新状況 

（ ア） 令和５ 年度通常総会及び情報通信月間特別講演会を開催し ま す（ 令和５ 年５ 月

１ ８ 日更新）  

（ イ ） 令和５ 年度通常総会及び情報通信月間特別講演会を開催し ま し た（ 令和５ 年６

月８ 日更新）  

（ ウ ） ふく し ま DX推進フェ ア 2023 を開催し ま す（ 令和５ 年１ ０ 月１ ０ 日更新）  

（ エ） ふく し ま DX推進フェ ア 2023 を開催し ま し た（ 令和５ 年１ １ 月１ ６ 日更新）  

   イ  アク セス 件数 （ 令和５ 年４ 月１ 日～令和６ 年３ 月１ 日）  

訪問者数 ２ ， ９ ３ ６ 人（ 前年比＋２ ４ ５ 人）  

ページビュ ー ６ ， １ ５ ０ 回（ 前年比＋４ １ ９ 回）  

 

４  調査研究事業 

（ １ ） Ｉ Ｃ Ｔ アド バイ ザー市町村派遣事業 

①目  的： 県内市町村の情報化推進 

②実施期間： 令和５ 年５ 月～令和６ 年２ 月 

③場  所： 福島県内 

④内  容 

 県と の協定に基づき 、 県負担金によ り 下記の事業を実施し た。  

〇解決策提案事業 

市町村が、 会員企業の提示する 「 支援メ ニュ ー一覧」 の中から 支援を希望する 場

合に、 専門家（ Ｉ Ｃ Ｔ アド バイ ザー） を派遣し 、 情報化にあたっての支援を実施。

２ ０ 市町村に対し 解決策提案を実施し た。  
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支援メ ニュ ー 提供企業 支援先市町村 

自治体 DX推進 ( 株) 東日本計算センタ ー 平田村、 浅川町、 泉崎村 

自治体 DX取組推進創出 ( 株) 東日本計算センタ ー 川内村 

行政手続き オン ラ イ ン 化検討（ 書か

ないワ ンス ト ッ プサービス ）  

( 株) 東日本計算センタ ー 福島市 

特定個人方法保護評価 ( 株) 東日本計算センタ ー 下郷町、玉川村、古殿町、

国見町 

内部手続業務のデジタ ル化 東邦情報シス テム( 株)  白河市、 南相馬市 

職員の I Tリ テラ シー向上支援 東邦情報シス テム( 株)  伊達市、昭和村、小野町、

楢葉町 

I CT利活用ス キルアッ プ支援 福島コ ン ピ ュ ータ ーシ ス

テム（ 株）  

いわき 市、 二本松市、  

鮫川村 

業務効率化ツールによ る DX推進支援 （ 株） 福島県中央計算セン

タ ー 

檜枝岐村 

住民向け情報配信の最適化サービス  テク ノ ・ マイ ンド （ 株）  双葉町 

  

５  人材育成事業（ 情報リ テラ シー向上事業）  

（ １ ） 目的 

    県民の情報活用能力の習得・ 向上を支援し 、 Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た地域活性化の促進を

図る 。  

（ ２ ） 内容 

市町村や関係機関と 協力し 、 会員が開催する 地域住民向けの講習会等に講師を派遣

する 。  

（ ３ ） 開催状況 

事業名： いざと いう 時役立つシニアの防災アプリ 活用法 Androi d 編 

   講 師： 福島シニアネッ ト  

   実施日： 令和６ 年２ 月８ 日（ 木）  

場 所： 伊達市 保原中央交流館 第一研修室 

   参加者： １ １ 名 

内 容： 地域の情報取得と ス キルアッ プの必要性、 最近の WEB 環境情報やタ ブレッ ト

端末の種類やス マホ連動、 通信方式等について学びつつ、 基本操作を練習し

た。 その他、 Googl e レンズを使った翻訳機能や QR コ ード 検索、 市の相談チ

ャ ッ ト を試し たほか、 Googl e マッ プを使ったルート 検索、 Googl e アース を使

った空中遊泳疑似体験、YouTube を使った話題性動画の検索などを通し て、タ

ブレ ッ ト を活用し た楽し み方を学んだ。  
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６  活動支援事業（ 地域情報化活動助成事業）  

  地域情報化の円滑な推進を図る ため、 会員が行う 情報化の普及・ 啓発・ 調査研究等の活 

動で資金援助を希望する 企画を募集し 、応募のあった３ 件を資金援助事業と し て決定し た。 

①事 業 名： おえかき Ａ Ｒ 制作ワ ーク ショ ッ プ 

   実施主体： 矢吹町 

   実 施 日： 令和５ 年９ 月１ ０ 日（ 日）  

   場 所： 矢吹町文化センタ ー駐車場 

        「 やぶき フ ロ ンティ ア祭り ２ ０ ２ ３ 」 出店ブース  

   参 加 者： ２ ０ ０ 名 

   総事業費： ３ ３ ０ ， ０ ０ ０ 円 

   援 助 額： １ ６ ５ ， ０ ０ ０ 円 

内  容： 子育て世代を対象と し て、 専用紙に描いたイ ラ ス ト を AR機能で宙に浮かべ

る こ と ができ る リ アルメ タ バース プラ ッ ト フォ ーム「 STYLY」 の「 空中ら く

がき 」 コ ンテンツ体験ワ ーク ショ ッ プを開催し た。  

②事 業 名： デジタ ル化研修会 

   実施主体： 福島県社会保険労務士会 

   実 施 日： ラ イ ブ配信 令和６ 年１ 月２ ４ 日（ 水）  

   場 所： オンラ イ ン（ Zoom）  

   参 加 者： １ ６ 名 

   総事業費： １ ３ ４ ， ２ ０ ０ 円 

   援 助 額： ６ ７ ， １ ０ ０ 円 

内  容： 社労士業務のデジタ ル化の対応や情報セキュ リ ティ 対策のための研修を行

った。  

③事 業 名： Connect 2023 i n Kor i yama, wi t h UDC 

   実施主体： 公益財団法人郡山地域テク ノ ポリ ス 推進機構、  

   実 施 日： 令和５ 年１ １ 月２ ５ 日（ 土） ～２ ６ 日（ 日）  

   場 所： 郡山市民交流プラ ザ（ ビッ グアイ ） ７ F 大会議室 

   参 加 者： 学生・ 社会人４ ２ 名、 その他関係者１ ８ 名 

   総事業費： ３ ５ ５ ， ２ ３ ４ 円 

援 助 額： １ １ ７ ， ６ １ ７ 円 

   内  容： デジタ ル技術やオープンデータ を活用し て地域課題を解決する 一般参加型

アプリ 開発コ ンテス ト を実施し 、 データ の有益な活用事例を提示。 企業と

学生が共同開発を行い、 作品を発表し た。  
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１　一般会計

　①　収入の部 （単位：円）

大項目
令和５年度
予算(C)

令和５年度
決算(D)

増減
(D)-(C)

備考

2,021,500 2,164,500 143,000

617,500 617,500 0 60団体

351,000 357,500 6,500 18団体

1,053,000 1,189,500 136,500 56団体※１

30,845,600 30,845,600 0

30,845,600 30,845,600 0

300,000 270,000 △ 30,000

514,416 514,416 0

514,416 514,416 0

314,120 309,194 △ 4,926

314,120 309,194 △ 4,926
利子、団体助成金（情報通信月間
推進協議会9千、東北情報通信懇談
会30万(ﾌｪｱ)）

33,995,636 34,103,710 108,074

※１　４団体が加入、３団体が退会した。

諸収入

諸収入

合　　計

議案第２号

令和５年度収支決算（案）

中項目

会費収入

自治体

各種団体・公社

企業

県負担金

ICTアドバイザー
市町村派遣事業

ふくしまＤＸ推進フェア出展小
間料

繰越金

繰越金
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（単位：円）

大項目
令和５年度
予算(C)

令和５年度
決算(D)

増減
(D)-(C)

備考

50,000 15,830 △ 34,170

10,000 0 △ 10,000

0 0 0 会場費

10,000 0 △ 10,000 会場費、旅費

40,000 15,830 △ 24,170 HP使用料、振込手数料

33,545,600 32,953,843 △ 591,757

33,545,600 32,953,843 △ 591,757

1,900,000 1,610,876 △ 289,124

情報通信月間特
別講演会 28,980 28,980 0

ふくしまＤＸ推
進フェア 1,871,020 1,581,896 △ 289,124

30,845,600 30,845,600 0

ICTアドバイ
ザー市町村派遣
事業

30,845,600 30,845,600 0

400,000 146,550 △ 253,450 情報リテラシー向上事業

400,000 350,817 △ 49,183 地域情報化活動助助成事業※２

400,036 0 △ 400,036

33,995,636 32,969,673 △ 1,025,963

※２　振込手数料（５５０円）含む

（単位：円）

総会

運営委員会

事務費

　③　収支決算

予備費

合計

事業費

活動事業費

情報提供・情報
発信事業

調査・研究事業

人材育成事業

活動支援事業

　②　支出の部

運営費

会議費

中項目

収入 支出 繰越金

34,103,710 32,969,673 1,134,037
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令和６ 年度事業計画（ 案）  

 

 ふく し ま Ｉ Ｃ Ｔ 利活用推進協議会は、 本県における 産・ 学・ 官が連携し 、 県全体の高度情報

化の推進を図る ため、 令和６ 年度において次の事業を行う 。  

 

１  総会 

  会則第９ 条に基づき 通常総会をオンラ イ ンによ り 開催する 。  

（ １ ） 開 催 日 令和６ 年６ 月７ 日（ 金）  

（ ２ ） 議  案 ・ 令和５ 年度事業報告（ 案）  

        ・ 令和５ 年度収支決算（ 案）  

        ・ 令和６ 年度事業計画（ 案）  

        ・ 令和６ 年度収支予算（ 案）  

        ・ 役員の選任（ 案）  

 

２  運営委員会 

  協議会運営に関する 事項等の企画、 立案やふく し ま Ｄ Ｘ 推進フェ アの企画、 広報、 運営全

般に関する 協議を行う ため、 適宜運営委員会を開催する 。  

 

３  情報提供・ 情報発信事業 

（ １ ） 情報通信月間特別講演会 

  ①目  的：  

    情報通信の普及・ 進行を図る こ と を目的に設けら れた「 情報通信月間」（ ５ 月１ ５ 日

～６ 月１ ５ 日） の参加行事と し て講演会を開催する こ と によ り 、情報通信の有用性につ

いて広く 一般に理解の浸透を図る 。  

  ②開 催 日 令和６ 年６ 月７ 日（ 金）  

  ③場 所 オンラ イ ン 

  ④内 容 ・ 演 題： メ タ バース が拓く 地方の未来 

        ・ 講 師： 秋田大学大学院理工学研究科 教授 水戸部 一孝 様 

 

（ ２ ） ふく し ま Ｄ Ｘ 推進フェ ア２ ０ ２ ４ （ 仮称）  

  ①目  的 

    地域づく り やま ちづく り にＩ Ｃ Ｔ を利活用し ている 取組事例や、ふく し ま の未来につ

ながる 最新の技術に関する 講演会や展示会を開催する こ と によ り 、Ｉ Ｃ Ｔ を活用し たふ

く し ま の復興と 地域の活性化に寄与する こ と を目的と する 。  

  ②開催日（ 予定）  令和６ 年１ ０ 月２ ９ 日（ 火）  

  ③場 所（ 予定）  コ ラ ッ セふく し ま  

  ④内 容（ 予定）  講演、 プレゼンテーショ ン、 企業・ 団体展示ブース 、 その他 

議案第３ 号 
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（ ３ ） Ｉ Ｃ Ｔ 関係の情報提供 

  ①メ ールマガジン 

情報化全般に関する 動向、情報セキュ リ ティ に関する 情報提供、県内における 情報の

最新情報、会員及び他の団体で実施し ている 各種事業の情報を提供する ためメ ールマガ

ジンを発行する 。  

②イ ベント の紹介 

情報提供の充実を図る ため、会員が開催する イ ベント 情報を協議会のホームページの

「 イ ベント 紹介」 に掲載する 。  

③Ｓ ＮＳ の活用 

「 Ｘ （ 旧Ｔ ｗ ｉ ｔ ｔ ｅ ｒ ）」 等を活用し て協議会の活動状況等を情報発信する 。  

 

４  調査研究事業 

Ｉ Ｃ Ｔ アド バイ ザー市町村派遣事業 

① 背  景 

国では令和３ 年９ 月にデジタ ル庁が発足し デジタ ル社会の形成に向けた取組を 強

力に推進し ている 。 福島県でも 、 こ う し た国の動き も 踏ま え、 同月に県デジタ ル変革

（ Ｄ Ｘ ） 推進基本方針を策定し 、 市町村の実情に応じ た支援等に力を入れながら 、 本

県のＤ Ｘ を推進し ていく こ と と し ている 。 市町村においても Ｄ Ｘ に対する 意識が高ま

る 一方、 人材不足、 知識不足を感じ る 市町村も 多い。  

② 目  的 

 県内市町村の情報化推進のため、 福島県と の協定に基づき 、 令和６ 年度は 45 市町

村の支援を目標に県内市町村の情報化Ｄ Ｘ 化を推進する 。（ 目標： 令和６ 年ま でに全

市町村に支援を実施する ）  

③ 実施期間 令和６ 年６ 月～令和７ 年２ 月 

④ 場  所 福島県内 

⑤ 内  容 

福島県と の協定に基づき 、市町村へＩ Ｃ Ｔ の専門家を派遣し 、デジタ ル化を推進する

にあたって市町村が抱える 課題を解決する ため、企画・ 立案や仕様書作成の支援を実施

する 。  

  

５  人材育成事業（ 情報リ テラ シー向上事業）  

  県民の情報活用能力の習得・ 向上を支援し 、I CTを活用し た地域活性化の促進を図る ため、

市町村や関係機関と 協力し て会員が開催する 地域住民向けの講習会等に講師を派遣する 。  

 

６  活動支援事業（ 地域情報化活動助成事業）  

  地域情報化の円滑な推進を図る ため、 会員が行う 情報化の普及・ 啓発・ 調査研究等の 

自主的活動に対し 、 予算の範囲内で助成する 。  
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１　一般会計

（単位：円）

大項目
令和６年度
予算(A)

令和５年度
予算(B)

増減
(A)-(B)

備考

2,164,500 2,021,500 143,000
617,500 617,500 0 60団体

357,500 351,000 6,500 18団体

1,189,500 1,053,000 136,500 56団体

69,417,600 30,845,600 38,572,000

69,417,600 30,845,600 38,572,000 45市町村
（R5：20市町村）

300,000 300,000 0 3万円×10小間

1,134,037 514,416 619,621
1,134,037 514,416 619,621

314,200 314,120 80

314,200 314,120 80
利子、団体助成金（情報通信月間
推進協議会1.4万、東北情報通信懇
談会30万(ﾌｪｱ)）

73,330,337 33,995,636 39,334,701合　　計

諸収入

自治体

各種団体・公社

企業

ICTアドバイザー
市町村派遣事業

ふくしまＤＸ推進フェア
出展小間料

繰越金

繰越金

諸収入

県負担金

議案第４号

令和６年度収支予算（案）

　①　収入の部

中項目

会費収入
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（単位：円）

大項目
令和６年度
予算(C)

令和５年度
予算(D)

増減
(C)-(D)

備考

91,280 50,000 41,280
10,000 10,000 0

0 0 0 オンライン開催による

10,000 10,000 0 会場費、旅費

81,280 40,000 41,280 切手代、HP使用料等

72,266,400 33,545,600 38,720,800
72,266,400 33,545,600 38,720,800

2,048,800 1,900,000 148,800

情報通信月間特
別講演会 28,980 28,980 0

ふくしまDX推進
フェア 2,019,820 1,871,020 148,800

69,417,600 30,845,600 38,572,000

ICTアドバイ
ザー市町村派遣
事業

69,417,600 30,845,600 38,572,000

400,000 400,000 0 情報リテラシー向上事業

400,000 400,000 0 地域情報化活動助助成事業

972,657 400,036 572,621
73,330,337 33,995,636 39,334,701

予備費

合計

事業費

活動事業費

情報提供・情報
発信事業

調査・研究事業

人材育成事業

活動支援事業

　②　支出の部

中項目

運営費

会議費

総会

運営委員会

事務費
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役員の選任（ 案）  

 

 会則第７ 条第１ 項によ り 役員の任期が令和６ 年６ 月 30 日で任期満了と なるため、会則第６ 条の

規定により 役員を次のと おり 選任する。  

（ 敬称略 五十音順）  

会 長  福島県知事                        内 堀  雅 雄 

副会長  福島県農業協同組合中央会代表理事会長           管 野  啓 二 

〃   一般社団法人福島県情報産業協会代表理事会長        鷺    弘 樹

〃   一般社団法人福島県銀行協会代表理事会長          佐 藤    稔 

〃   福島県企画調整部長                    五月女  有 良 

〃   福島県市長会長                      立 谷  秀 清 

 〃   福島県商工会議所連合会長                 渡 邊  博 美 

監 事  東北電力株式会社執行役員福島支店長            日下部    達 

〃   福島県中小企業団体中央会長                佐久間  信 幸 

 

議案第５ 号 
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令和５年度 ICT アドバイザー市町村派遣事業 支援実施後アンケート 

 
 

 
１−１）事業の満足度について 

項目 回答数 割合 
課題解決につながった 11 55.0% 

まあまあ課題解決につながった 9 45.0% 
あまり課題解決につながらなかった 0 0.0% 
課題解決につながった 0 0.0% 
合計 20 100% 

 
 
１−２）事業の満足度について（自由記載） 
○町公式 HP アクセス動線や表示レイアウト上の問題点などを把握できてとても参考にな

りました。 
○作成した職員が退職したため、メンテナンスができなくなっていたマクロ VBA について

マニュアルを作成できたので実用が伴ったためよかった。 
○職員向けに実施した「ＤＸに関するアンケート調査」の質問項目の作成と分析について、

専門的な知見からのアドバイスをいただくことができて、大変参考になった。 
○各課係職員に対し、丁寧にヒアリングを行っていただきいた点。庁内業務の諸課題の分析

を可視化、今後のアプローチのプランを作成いただいた点がとても良かった。 
○説明会、特定個人情報保護評価書の見直し、特定個人情報保護評価書の管理強化に関する

指導・教育など、どれにおいても本町の実情にあわせて行われたので、良かった。 
○庁内で煩雑化している業務に対し、RPA や AI-OCR を活用した業務プロセス改善のアド

バイザー支援や、RPA シナリオ設計支援を受け、BPR を通じた業務プロセスの効率化を
図ることが出来た。反省点としては、事業実施に当たり、定量的な数値目標（KPI）を設
定していなかったため、事業期間内に対応しきれなかった案件も複数あった。また、アド
バイザー支援のタイミングがアドバイザー企業のスケジュールに依存する部分も見られ
た。 

○研修内容の検討にあたり、当市の IT リテラシーやＤＸの理解レベルを把握するためのア
ンケートを実施したことで、当市に合った研修を選定できただけでなく、当市の現状を定
量的に把握することができた。 

○大幅に省力化された上に、ミスも減らせることが期待できるため。 
○職員向けの各種アンケートの実施、分析により庁内ＤＸ推進の進捗、意識について現状把

握でき、振興計画にも反映できた。 
○特定個人情報について関係職員の理解を深めることが出来、今後の適正な運用に資する

事業であった点が良かった点として挙げられる。 
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令和５年度 ICT アドバイザー市町村派遣事業 支援実施後アンケート 

 
 

○分かりやすい資料、説明であった。また、研修会前後にその都度アンケートを実施してい
ただき、職員の理解度を把握することができ参考となった。 

○ＲＰＡシナリオ作成に関する疑問点について、蜜に打合せの機会を設けていただき、課題
解決に繋がった。 

○DX や ICT に関する知識や興味の段階別に合わせて、内容の異なる説明会を複数回実施
した点。DX 推進や IT 技術の具体例をもとにした説明が、職員の DX 推進に向けて効果
的に働いた点。 

○特定個人情報保護評価の見直しに合わせて、今回ご縁いただけたことは大変よかったで
す。職員研修を通して制度の確認や要点等について理解を深めることができました。 

○このような事業を実施した事が無かったので、導入としては良かった。 
○町の現状に即した支援を行ってもらえた。 
○職員の庁内のＩＣＴ化・ＤＸ化に関しての理解度をアンケート調査を通して知ることが

できた。またＤＸリテラシー講座を通して、ＤＸの進め方等を確認することができた。 
○市町村の要望に柔軟にご対応いただいたこと。 
○解決策の提案や支援については、まだ開発中の DXSaaS の導入に向けた取組であったた

め、参考になる新たな情報をいただくことはなかったが、当市の窓口の現状把握を共に取
り組み、今年度の動きにつながっていったことがよかった。 

○推進計画策定のための伴走が良かった。 
 
２−１）成果や今後について（今回の支援の成果、取組予定について） 
○町単費となると思いますが、町公式 HP の再来年度のリニューアルを目指し、来年度から

取り組みを進めていきたいと考えています。 
○次年度予算では、さらなる展開を図る事業の実施予定はないが、ＤＸに係わる庁内会議に

より需要があれば予算化を検討したい。 
○アンケート調査を踏まえ、令和６年２月にデジタル人材育成基本方針を策定し、令和６年

度から、デジタル人材育成のための研修を実施することとしている。 
○今回の支援の成果をもとに、令和 6 年度以降の体制検討や庁舎移転に向けたシステムの

モダン化、標準化・共通化の対応を考えていきたい。 
○適正な特定個人情報保護評価書を維持できるように努めたい。 
○国保年金事業や水道事業において、RPA や AI-OCR を活用した、業務プロセス改善を実

施した。その他に、税務関係や、総務関係の取り組みもあったが、期間内に完結出来ず、
方向性を出すに留まる支援もあった。今後は確実な成果を上げるため、アドバイザー事業
者の成果指標として、期首に KPI 等、具体的な数値目標を設定し、事業の費用対効果を
向上させる必要があると考える。 
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令和５年度 ICT アドバイザー市町村派遣事業 支援実施後アンケート 

 
 

○【支援の結果】 
 ・職員のＩＴリテラシーの底上げだけでなく、ＤＸの本質や必要性、なぜ取り組んでいか

なければいけないのかといったＤＸ推進に関する意識改善を図ることができた。 
 【今後の取り組み予定】 
 ・デジ田交付金（Type1）３事業 申請中 
 ・県デジタルデバイド対策（デジタルサポーター育成など） 
○今回の支援に関連して費用含め次年度新たに実施するものなどはないが、今後も別の課

題解決も図りたい。 
○今回の成果を総合戦略へ刷り込む。また、今後はデジ田交付金の活用により公開型ＧＩＳ

を運用する。 
○次年度は町予算にて事業を実施する運びとなりました。引き続き適正な運用に努めて参

ります。 
○当町の DX 推進に当たっては、職員のリテラシー向上が課題の一つであるため、今後も外

部人材の支援をいただきながら、リテラシー向上と機運醸成を図り、DX を推進していく。 
○今回の支援によって、処理件数が多い業務の負担軽減に繋がった。今回学んだＲＰＡ活用

のノウハウを活かし、次年度以降もＲＰＡの活用範囲を広げていきたい。 
○DX 推進に関する理解が広まった以外にも、セキュリティに関する意識付けが出来たと考

えられる。町内のデジタル企業と連携して、地域のデジタルデバイド対策（高齢者向けス
マホ教室等）を検討している。 

○法改正に合わせた評価書修正等について、各担当者が自らの事務ととらえ、遺漏がないよ
う評価事務を行える体制を整えることができました。 

○職員に対して、改めて、そういった意識付けが重要、という認識の再確認はできた。今後
も継続して取り組みたい。県の補助はタイミングもあり、今回は活用しない。 

○【成果】 
 ・町 DX 推進基本計画及びアクションプランの策定（継続中） 
 ・庁内の DX 推進機運の醸成 
 【取組予定】 
 ・町 DX 推進基本計画及びアクションプランの策定 
○ＤＸ化に向けた機運醸成ができた。来年度については、デジ田交付金や県のオール富木島

スマートシティ推進事業を通して、市民サービスの向上を図るとともに、県の補助金を活
用した生成ＡＩの導入を推進する。 

○近隣市町村を含めた PIA の包括的な運用に発展している。 
○令和７年度中の「窓口 DXSaaS」導入に向けて取り組みを進めています。 
○計画の策定とデジタル田園都市国家構想交付金の申請につながった。 
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令和５年度 ICT アドバイザー市町村派遣事業 支援実施後アンケート 

 
 

２−２）成果や今後について（来年度以降の支援等要望について） 
○セキュリティポリシーの見直しに関するメニューがあれば利用したい 
○庁内の DX 推進のため引き続き、ICT アドバイザー市町村派遣事業を利用したいと考え

ております。特に、情報セキュリティ分野において、情報セキュリティポリシーの見直し
や、情勢に合わせたセキュリティ基準の再評価、見直しについて、外部の知見をもとに検
討を進めたいと考えております。DX 推進のため、a モデルから、b モデルまたは b´モ
デルへの移行についても検討したいと考えております。 

○地域ＤＸに関するアドバイザー支援があると良い。デジタルを中心とした産官学連携の
ネットワーク構築、デジタルを活用した企業支援、地域デジタル人材の発掘及び活用の仕
組みづくり、地域課題やニーズの把握 など。 

○引き続き支援していただきますようお願いいたします。 
○DX 推進体制の構築について、ご支援いただけるとありがたいです。 
○人材の確保、育成が、どこの県でも市町村でも急務と思われますが、1 年限り、1 回限り

では、あまり効果が無いかと思いますので、継続的に、しかも浅い支援ではなく、深い支
援ができればいいなあ、と思います。 

○令和 6 年度も継続した支援を受けたい。 
○セキュリティ対策の充実をしたい。 
 
３）その他御意見、御質問など 
○現状、手続等により最短でも６月頃からのアドバイザー支援開始となっておりますが、４

月当初からアドバイザー支援を受けられると大変助かります。 
○庁内とりまとめに時間がかかってしまい、提出が遅くなり大変申し訳ございませんでし

た。 
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R5年度 ICTアド バイ ザー市町村派遣事業 応募者一覧

連番 市町村名
希望

メ ニュ ー
支援テーマ 支援企業

1 福島市 6 行政手続き オンラ イ ン化検討（ 書かないワ ンス ト ッ プサービス ） 株式会社東日本計算センタ ー

2 いわき 市 10 Ｉ Ｃ Ｔ 利活用ス キルアッ プ支援 福島コ ンピュ ータ ーシス テム株式会社

3 白河市 15 内部手続業務のデジタ ル化 東邦情報シス テム株式会社

4 二本松市 10 Ｉ Ｃ Ｔ 利活用ス キルアッ プ支援 福島コ ンピュ ータ ーシス テム株式会社

5 南相馬市 15 内部手続業務のデジタ ル化 東邦情報シス テム株式会社

6 伊達市 11 職員のITリ テラ シー向上支援 東邦情報シス テム株式会社

7 国見町 9 特定個人情報保護評価 株式会社東日本計算センタ ー

8 下郷町 9 特定個人情報保護評価 株式会社東日本計算センタ ー

9 檜枝岐村 13 業務効率化ツールによ る Ｄ Ｘ 推進支援 株式会社福島県中央計算センタ ー

10 昭和村 11 職員のITリ テラ シー向上支援 東邦情報シス テム株式会社

11 泉崎村 1 自治体DX推進 株式会社東日本計算センタ ー

12 鮫川村 10 Ｉ Ｃ Ｔ 利活用ス キルアッ プ支援 福島コ ンピュ ータ ーシス テム株式会社

13 玉川村 9 特定個人情報保護評価 株式会社東日本計算センタ ー

14 平田村 1 自治体DX推進 株式会社東日本計算センタ ー

15 浅川町 1 自治体DX推進 株式会社東日本計算センタ ー

16 古殿町 9 特定個人情報保護評価 株式会社東日本計算センタ ー

17 小野町 11 職員のITリ テラ シー向上支援 東邦情報シス テム株式会社

18 楢葉町 11 職員のITリ テラ シー向上支援 東邦情報シス テム株式会社

19 川内村 2 自治体DX取組推進創出 株式会社東日本計算センタ ー

20 双葉町 18 住民向け情報配信の最適化サービス テクノ ・ マイ ンド 株式会社
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番
号

区分 企業名 支援テーマ 支援内容 企業のアピールポイント（実績等）

1 DXの推進（全般）
株式会社
東日本計算センター

自治体DX推進

・国の動向について情報収集
・国の動向について情報展開、資料作成
・現状推進状況ヒアリング及び分析（要件定義）
・推進会議資料作成
・推進会議への同席（訪問支援）
・ドキュメント報告書作成／提出、説明
・推進状況の確認
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応
※職員の意識改革を目的とする

　令和4年度複数自治体様より意識改革推進、DX推進体制構築の実績有り。
　DX推進会議を活発に発言出来る様にオブザーバーとして同席。活発な意見交換が出ない場
合は、問いかけをして意見を引出した。当初は、課を跨いでの意見交換が出来なかったが徐々
に課同士で情報共有したりアドバイスが出来る様になった。職員の意識改革する事が出来た。
　また、この定例会でDX推進の施策を検討し、自治体DX推進計画書作成する事が出来た。
　行政システムの基幹システム保守及び運用支援ベンダーである事で、自治体業務を理解して
おり、自治体様で抑える事柄や要点を把握出来る為に先手情報を入手し重視点明確に展開を
している事で自治体様負担を軽減する支援を行える。

2
株式会社
東日本計算センター

自治体DX取組推進創出

・推進状況確認及び分析（要件定義）
・要望に応じて情報収集支援
・訪問DXを活用しての新しいサービスの創出及びDXを活用し
ての新しいサービスの創出支援及び自治体DX推進計画書作
成（訪問支援）
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応・
独自作成事例集提供

　令和4年度複数自治体様より自治体DX推進のアクションプラン施策検討や自治体DX推進計
画書作成支援の実績有り。
行政システムの基幹システム保守及び運用支援ベンダーである事で、自治体業務を理解してい
るので職員様の目線と住民様の目線で施策検討が行える。自治体様への情報展開も重視点明
確にして展開をしている事で自治体様負担を軽減する支援を行える。
　また、当社には先進事業を取組むR&Dセンターが専属である為、新たな施策創出のノウハウ
が有る。

3
業務棚卸し、BPR、
規制見直し

東邦情報システム株
式会社

ICT、DX推進の実現に向けた
業務の見える化、課題分析

・ICT、DX推進担当者サポート
・現状業務の見える化
・業務量算出
・課題の抽出、及び分析
・ICTによる解決策提示
・基幹システム標準化を見据えた解決案の提示

当事業においてRPA、OCR導入コンサルティング業務を実施（実績：８市町）。
現状分析を行い、洗い出された課題に対してRPA、AI-OCRに留まらずDX推進に関わるソリュー
ションの提言を実施した実績あり。

4
株式会社
東日本計算センター

業務改革（BPR）によるデジタ
ル原則に基づく条例等の規
制の点検・見直しに向けた取
組み

・BPRの必要性についてやBPRの概要の説明会
・BPR実施手順の説明会
※オンライン化やマイナンバー制度や押印見直しや本人確認
方法のマニュアルを基に実施。一時的のBPRでは無く、継続的
に見直しを可能として標準化のFit&Gap 分析の結果を考慮。各
自治体様の総合計画書や現状を参考に、DX商材等の情報を
提供し、各自治体様が推進するDXの創出支援を行う。
・推進状況アドバイス（訪問にて、１事務（手続き）を実際にシ
ミュレーション）
・訪問による相談及び情報展開
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応・
国等の情報展開（随時）・独自作成事例集提供

　当該事業では、令和3年度で押印見直しBPRで勤怠管理の電子化のシミュレーションを実施し
た自治体様が令和4年度勤怠管理システムを導入、令和4年度DX推進では業務改善BPRを一
部参考にし自治体DX推進計画作成、令和4年度RPA導入推進でBPRを行い実証実験実施な
ど、多様的なBPRの実績有り。
　また、BPR時は勿論のこと新たな施策推進時も、法的根拠及び制度的根拠及び条例及び規則
を配慮した支援を実施した。
　行政システムの基幹システム保守ベンダーである事で日頃より条例及び規則への影響を配慮
した保守で推測のノウハウ が有る。

5
自治体情報システ
ムの標準化

株式会社
東日本計算センター

自治体の情報システムの標
準化・共通化推進

・自治体の情報システムの標準化/共通化について説明
・現状の推進状況確認/ネットワーク構成の状況確認
・推進状況アドバイス
・訪問による相談及び情報展開
・相談、問合せ支援（Mail及びTel、ZOOMにて対応）
・国等の情報展開（随時）

令和4年度より自治体の情報システムの標準化・共通化の推進の実績有り。
また、令和4年度のICTアドバザー事業の10自治体様に、自治体の情報システムの標準化・共
通化について説明も説明を行い、複数自治体様にセカンドオピニオンとしてアドバイス支援を実
施した。

6
行政手続のオンライ
ン化

株式会社
東日本計算センター

行政手続きオンライン化検討
（書かないワンストップサービ
ス）

・行政手続きオンライン化支援（書かないワ ンストップサービス）
仕組等の説明会
・現状の状況の確認
・現状の分析し課題整理及び事例等紹介
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応
・国等の情報展開（随時）
・独自作成事例集提供（メーカデモも調整）

　令和4年度のICTアドバザー事業の行政手続きオンライン化（ぴったりサービス導入支援）の8
自治体様で行政手続きオンライン化の支援実績有り。
　また、長きにわたり総合窓口運用支援の実績が有り。行政システムの基幹システム保守ベン
ダーである事で申請管理システムの構成や基幹系システムとのデータ連携も配慮するのノウハ
ウが有る。

7
マイナンバーカード・
マイナポイント・特定
個人情報

株式会社
東日本計算センター

自治体マイナポイント取組み

・推進状況確認要件定義
・自治体マイナポイント全体像の説明会
・取組み実施の手順及びポイントの説明会
・訪問による相談及び情報展開
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応
・国等の情報展開（随時）・独自作成事例集提供

　行政システムの基幹システム保守及び運用支援ベンダーである事で、自治体業務を理解して
いる。
　長きにわたり複数自治体様よりマイナンバー運用支援からマイナンバーに関するノウハウ の
実績有り。
　新たな施策の取組み実施を支援は、令和3年度からＩＣＴアドバイザー市町村派遣事業で実施
有り。

8
株式会社
東日本計算センター

自治体マイナンバー業務運
用負担軽減及び業務改善

・業務運用状況及び推進状況確認（要件定義）
・業務運用状況改善案分析
・業務運用状況改善案提案
・訪問による相談及び情報展開
・Mail及びTel、ZOOMによる相談、問合せ対応を柔軟に対応
・国等の情報展開（随時）

　行政システムの基幹システム保守及び運用支援ベンダーである事で、自治体業務を理解して
いる。
　マイナンバーに関する幅広い業務を複数自治体様より請け負っている実績がある。令和4年
度には、マイナンバー普及を効率的に実施する為、未申請者の分析を行い効果的な普及活用
を取組む支援を実施。
　法改正についても情報提供を行い、職員様の資料確認や問合せ対応の効率化している。情
報提供時は、J -LISやヘルプデスクへ問合せを行い証跡をとる様にして確実な情報を提供して
いる。
　また、令和4年度のICTアドバザー事業の10自治体様に今後、マイナンバー活用が増える事を
想定し、主管課以外の職員様もマイナンバーについての知識が必要となる為、マイナンバーの
仕組みや公的認証についても説明を実施し主管課以外の職員様も知識習得した。

9
株式会社
東日本計算センター

特定個人情報保護評価

・職員向け説明
・特定個人情報取扱い手順の最適化
・評価書の見直し／整理支援
・管理強化に関する指導／教育

　行政システムの基幹システム保守及び運用支援ベンダーである事で、自治体業務を理解して
いる。
　個人番号制度開始時からシステム導入・運用支援・窓口受付支援・個人情報保護・個人番号
の利活用等、マイナンバーに関する幅広い業務を請け負った実績があり、特に個人情報保護評
価については、毎年の見直し事務を請け負っている。
　また、令和4年度のICTアドバザー事業の行政手続きオンライン化（ぴったりサービス導入支
援）の8自治体様にも転入転出ワ ンストップ、公金口座開始、ぴったりサービス導入での特定個
人情報保護評価見直しについて変更ポイントの支援実施した。
　気軽に相談、問合せを（Mail及びTel、ZOOMにて対応）も柔軟に対応を行う。

令和５年度ＩＣＴアドバイザー市町村派遣事業　解決策提案　支援メニュー一覧
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番
号

区分 企業名 支援テーマ 支援内容 企業のアピールポイント（実績等）

令和５年度ＩＣＴアドバイザー市町村派遣事業　解決策提案　支援メニュー一覧

10 人材の育成
福島コンピューター
システム株式会社

ＩＣＴ利活用スキルアップ支援

職員全体が、ＩＣＴ知識・技術レベルを一定以上に保てるよう、
教育・支援を実施する。
 ・現状分析
 ・教育テーマの策定、教育資料・教育スケジュールの作成
 ・職員教育の実施
 ・フォローアップ実施
 ・教育結果の分析
・今後の方針の策定

　復興関連事業にて、ネットワ ーク関連、情報セキュリティ関連、IT機器関連の運用支援や、作
業従事者向けの教育・問合せ対応を、2018年10月より現在まで継続対応しており信頼を得てい
る。それらのノウハウを活用し、ＩＣＴ利活用スキルアップ支援を実施する。

11
東邦情報システム株
式会社

職員のITリテラシー向上支援

職員のIT知識・技術レベル向上の企画支援。
・現状分析
・対象とする向上支援テーマの策定
・実施スケジュール作成
・勉強会の実施
・フォローアップ
・情報リテラシー向上支援

当事業においてRPA、OCR導入コンサルティングや学校教育におけるＩＣＴ化の支援、オープン
データの取組開始支援を行った実績あり。（のべ２０市町村２２業務）
それらのノウハウ を活用し、ITリテラシー向上、及び情報リテラシー向上支援を実施する。

12 テレワークの推進
福島コンピューター
システム株式会社

在宅勤務推進

・在宅勤務の仕組みを職員へ説明会実施
・試験機器のセッティング(３セット)
・試験中のサポート
・導入計画書・構成図・見積り作成

２０２０年５月、新型コロナ禍による緊急事態の中、当社はいち早く在宅勤務推進に取り組み、
検討〜設置まで、約 1 か月で社内と同じ安全な在宅勤務環境を、対象社員約２５０名に実現で
きた。
何も特別なことをせず、自宅でノートパソコンを開くだけで事務所内と同じ環境が、一瞬で得られ
る。

13 AI・RPAの導入
株式会社　福島県中
央計算センター

業務効率化ツールによるＤＸ
推進支援

・業務手順整理支援
・業務効率化ツール（RPA・AI-OCR）導入
・研修講師支援

　令和元年から業務効率化ツール（RPA・AI-OCR）によるDX推進支援を実施。
　AI-OCRは、令和2年度に1自治体の導入実績あり。
RPAは、令和2年度に2自治体6業務、令和3年度は2自治体10業務、令和4年度は2自治体11業
務の導入実績あり。また、令和4年度は1団体において、オープンソースのRPAツール（SikuliX）
の活用勉強会3回実施。

14
朝日システム
株式会社

業務効率化へ向けた業務分
析支援

・効率化想定業務の解析
・導入対象業務の選定・評価

２０２０年より、共通化されたヒアリングシートをもとに想定される業務のヒアリングを実施し、ＲＰ
Ａの導入効果を評価し、効率化が望める対象業務の選定をしております。
対象業務の平均６５％程度の事務効率を改善しました。

15
東邦情報システム株
式会社

内部手続業務のデジタル化

・内部手続（勤怠管理、セキュリティポリシー、物品等管理、決
裁等）業務の現状分析
・課題の抽出、及び分析
・ICTツール（RPAやVBA等含む）による解決策提示
・RPAシナリオやVBA構築サポート

当事業においてRPA、OCR導入コンサルティング業務を実施（実績：８市町）。
現状分析を行い、洗い出された課題に対してRPA、AI-OCRに留まらずDX推進に関わるソリュー
ションの提言を実施。
当メニューでは、既に導入したRPAなどのツールを実際に活用することでの実績多数。

16
株式会社
東日本計算センター

ＲＰＡ導入対象業務の選定

・調査票による業務の洗い出し
・仮導入案件の分析
・導入業務の選定
・机上による導入効果の提示

　2018年1月よりＲＰＡ導入支援サービスを展開しており、導入業務の選定においては、独自の
調査票に基づき、また職員の皆さんの負荷が少なくなるように２段階での調査を行っている。
導入前から導入効果を想定することにより、各自治体様での導入メリットとコストとの評価をする
ことができる。
　令和4年度は、新たに3自治体様と複数企業の実績有り。気軽に相談、問合せを（Mail及び
Tel、ZOOMにて対応）も柔軟に対応を行う。

17
株式会社
東日本計算センター

ＲＰＡ実証確認

・現状の業務フロー作成
・ＲＰＡ化範囲の決定
・シナリオ作成
・新業務フローの作成
・実証確認による効果報告

　2018年1月よりＲＰＡ導入支援サービスを展開しており、多くの導入経験者が在籍。ＲＰＡツー
ル４種に対し導入が可能で、電話によるサポートも実施している。また、２つのＲＰＡツール代理
店となっており、本格導入：５社、実証・検証支援中：10社の実績がある。
　自治体案件では、業務効率化８３％、８３％、６７％の実績あり。
　令和4年度は、新たに3自治体様と複数企業の実績有り。気軽に相談、問合せを（Mail及び
Tel、ZOOMにて対応）も柔軟に対応を行う。

18 ホームページ・SNS
テクノ・マインド
株式会社

住民向け情報配信の最適化
サービス

【Webサイトコンサルティング】
・アクセス改善支援
・ユーザー導線改善支援

福島県を中心に「自治体公式アプリ」「SNS利活用促進」「ウェブサイト最適化調査」等の業務を
通じて、「住民に見やすく分かりやすく情報を伝えること」と「地域コミュニティの維持形成」の実
現に向けた支援を行っております。

19 GIS
株式会社　草野測
器社

GIS(地理情報システム)デー
タ共有化検討業務

・既存GIS運用分析
・GISデータの解析
・GISデータ共有化の計画書作成

自治体向けのシステム実績として、固定資産閲覧GIS、農地基本台帳GIS、森林GIS 、各種施設
管理GIS、要介護GIS、除染管理システムなどがある。

20 農業分野のDX
株式会社　草野測
器社

農林水産省提出用eMAFF地
図整備方法の支援

・公図データコンバート、農地地目確認
・水田台帳、農地台帳、その他各種台帳の整備状況の確認
・eMAFF地図データ整備支援

農地関連のデータ整備実績として、水土里ネットなどでの各種農地データ整備実績あり
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